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平成２８年度「防災に関する県民意識調査」結果(速報)について 

 

１ 目的 

  三重県では、県民の皆さんの自然災害に対する備えの状況や防災に関する意識を

把握し、県の防災・減災対策に活用するため、平成 14 年度から「防災に関する県

民意識調査」を実施しています。 

 平成 28 年度の調査内容は、設問ごとの経年変化を捉える必要があることから、

原則として昨年度の設問項目を踏襲していますが、今年４月に発生した熊本地震に

ついては、さまざまな課題が明らかになってきていることから、熊本地震に関する

項目の追加等、一部を変更しています。 

 

２ 調査方法 

無作為抽出により県民の方にアンケート調査票を郵送する方法で実施しました。 

（１）調査対象：県内全市町の 20歳以上の 5,000人 

（２）調査期間：平成 28年 10月６日から平成 28年 10月 21日まで 

（３）回収率 ：57.2％（2,858人／5,000人） 

（４）設問数 ：56問(枝問含む)   

 

３ 調査結果の概要 

（１）主な調査項目一覧 

 ア 災害に対する意識 

  ① 問１ 東日本大震災発生後の防災意識の移り変わり 

② 問５ 熊本地震で明らかになった課題で危機感を感じること(新規) 

③ 問７  お住まいの地域の風水害による危険性の認知度 

イ 災害時の避難行動 

④ 問２ 夜間の大地震に遭遇した際の避難行動 

⑤ 問８ 局地的大雨等の避難行動 

ウ 「自助」の取組状況 

⑥ 問 11   家庭での防災対策の状況 

⑦ 問 19  地域や職場での防災活動への参加状況 

⑧ 問 31  住まいの耐震診断および地震対策の状況 

⑨ 問 12  家具固定の進捗及び家具固定をしていない危険性の認識 

エ 「公助」や県の施策の認知度 

⑩ 問 28 「公助」による防災・減災の取組 

⑪ 問 13 「防災みえ.jp」ホームページの認知度 

⑫ 問 26-1 学校の防災教育の家庭での認知度 
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・ これら３項目を合算した計 79.3％の方が、受身ではなく、自ら必要な情報を

収集し、避難の要否を検討しようとしています。 

・ 一方で、9.2％の方が「避難しない（避難する必要がない）」と答えています。 

 

 

ウ 「自助」の状況 

県民の皆さんが、災害について「知る、備える、行動する」自助の取組に関す

る結果です。 

家庭での基礎的な防災対策である「３日分以上の飲料水、食料の備蓄」につい

ては、昨年度まで減少傾向にありましたが、今年度は増加に転じました。 

地域や職場で何らかの防災活動に参加した方の割合が、昨年度に続いて増加し、

49.4%となりました。 

住まいの耐震化については、耐震診断の結果を受け、補強工事や建替えを行う

など、具体的な行動を起こす方が増加しています。 












